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751,747 

利 益 準 備 金

固 定 負 債

（ 負 債 合 計 ） (1,773,786)

純 資 産 の 部

資 産 合 計 2,799,137 負 債 及 び 純 資産 合計 2,799,137 

長 期 前 払 費 用 5,328 

726,747 

出 資 金 8,280 

別 途 積 立 金 350,000 

376,747 

繰 延 税 金 資 産 402,958 

そ の 他 投 資 874 （ 純 資 産 合 計 ） (1,025,352)

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

長 期 差 入 保 証 金 95,180 

建 設 仮 勘 定 82,886 

機 械 装 置 101,975 

車 両 運 搬 具 1,119,175 

25,000 

ソ フ ト ウ ェ ア 4,320 

173,605 

173,605 

無 形 固 定 資 産 4,532 

設 備 利 用 権 212 

資 本 金 100,000 

投 資 そ の 他 の 資 産 512,619 

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

建 物 21,099 

構 築 物 20,154 

固 定 資 産 1,871,035 

有 形 固 定 資 産 1,353,883 

工 具 器 具 備 品 8,594 

2,058 賞 与 引 当 金 296,953 

社 内 立 替 金

2,084 仮 受 金 23,626 

仮 払 金

122 預 り 金 16,969 

流 動 負 債 937,708 

営 業 未 収 入 金

3,734 未 払 消 費 税 84,318 

前 払 費 用

84,544 未 払 費 用 155,823 

未 収 法 人 税 等

10,903 未 払 金 63,127 

未 収 入 金

29,607 未 払 法 人 税 等 3,399 

貯 蔵 品

第４９期 決算公告

貸　借　対　照　表
（２０２３年 ３ 月３１日現在）

836,078 

836,078 退 職 給 付 引 当 金

金 額 金 額

現 金 及 び 預 金 27,633 営 業 未 払 金 179,620 

767,418 設 備 関 係 未 払 金 113,872 

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

短 期 貸 付 金

928,102 

1

http://www.mclc.co.jp/corporate/network/associate.html


個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品･････最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)

(2)

３．引当金の計上基準

(1)賞与引当金････････････････

(2)退職給付引当金･･･････････

(3)役員退職慰労引当金･･･････････

４．収益の計上基準

(1)

５．費用の計上基準

(1)　費用の計上については、物品購入、役務提供並びに工事代金は検収基準によってお
ります。

　ただし、営業収入に直結する輸送、荷役作業等の外注費用は、営業収入と同様の基

準にて計上するものとしております。

有形固定資産は、定額法。

無形固定資産は、定額法。なお自社利用のソフトウェアについては社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

　従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額及び当
該支給見込額に対応する社会保険料会社負担見込額のうち､
当期に負担すべき費用の見積り額を計上しております｡

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
  また、数理計算上の差異については、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定
額法により発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。

　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

　当社は、約束した材またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財または

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 千円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数　　　　　　　　　　　　　

 普通株式 1,000株

２．当事業年度末における自己株式の数

 該当事項はありません。

(1)  配当金支払額

(2)  基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

Ⅳ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金及び賞与引当金等であります。

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しました。

Ⅴ．その他の注記

１．企業結合に関する注記　　　　

5,646,853

決 議 株式の種類
配 当 金 の 配当の

基 準 日 効 力 発 生 日
総額(千円) 原 資 り 配 当 額

１ 株 当 た

2022年3月31日 2022年6月30日
定時株主総会 剰余金

　2023年6月16日開催の定時株主総会の議案として、剰余金の配当に関する事項を次のと
おり提案しております。

2022年6月21日
普通株式 0

利益
0円

2022年10月1日付　日化運輸株式会社と合併しました。

基 準 日 効 力 発 生 日
総額(千円) 原 資 り 配 当 額

2023年6月16日
普通株式 0

利益
0円

決 議 株式の種類
配 当 金 の 配当の １ 株 当 た

2023年3月31日 2023年6月30日定時株主総会 剰余金
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